
第72回 女性に対する暴力に関する専門調査会
第22回 監視専門調査会

説明資料

平成25年９月24日
警察庁

1

資料３



女子差別撤廃委員会の最終見解への警察庁の対応状況について
【女性に対する暴力（パラグラフ31～38）】

女性に対する暴力に関する取組強化（パラグラフ32）

被害女性が相談しやすい環境の整備を図るとともに、刑罰法令に抵触する場合
には、検挙その他の適切な措置を講じ、刑罰法令に抵触しない場合においても、
防犯指導や関係機関の紹介等の自衛・対応策を教示し、必要に応じて相手方に
指導警告するなど、被害女性への支援を推進している。

・

性犯罪に関しては、性犯罪被害の潜在化防止及び性犯罪被害者の負担軽減を
図り、性犯罪捜査を適正かつ強力に推進するため、全国の都道府県警察に「性
犯罪捜査指導官」及び「性犯罪捜査指導係」を設置すると共に、警察署等には、
性犯罪に対応できる捜査員等の配置を推進し、また、証拠採取に必要な用具や
被害者の衣類を預かる際の着替え等を備えた「性犯罪捜査証拠採取セット」を整
備するなどしている。

・

2

平成25年６月26日にストーカー行為等の規制等に関する法律の一部を改正する
法律が成立し、平成25年10月３日から全面施行されている。改正法の積極的な
運用を通して、検挙その他の適切な措置を講じている。

・



質の高い支援サービスの提供（パラグラフ32）

平成25年２月から順次全国で、ストーカー事案や配偶者からの暴力事案等の

被害女性等が相談に訪れた際、事案の危険性及び警察の執り得る措置等を
図示しながら分かりやすく説明する「被害者の意思決定支援手続」を導入して
いる。

・

包括的な意識啓発プログラムの実施（パラグラフ32）

鉄道事業者との協働により、電車内における痴漢対策強化キャンペーンを実
施するなど、被害者となる女性の痴漢被害防止に係る広報･啓発活動を推進
している。

・
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関係法規についての公務員等への周知（パラグラフ32）

「犯罪被害者支援要綱」（平成23年７月策定）・「警察庁犯罪被害者支援推

進計画」（毎年度策定）等に基づき、犯罪被害者への適切な対応を確実に
するため、警察職員に対し、各種機会を活用して、性犯罪被害者への支援
要領等の教養の充実を図っている。

・

データ収集、調査実施、データ活用（パラグラフ32）

強姦、強制わいせつを始めとする性犯罪及び配偶者間（内縁関係を含む）
における暴力（殺人･傷害・暴行）の認知件数、検挙件数等を集約している。

・
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テレビゲームや漫画の販売禁止（パラグラフ36）

わいせつな図画等を公然と陳列する事犯や、わいせつな画像情報が記録
されたゲーム等を販売する事犯に対する取締りを強化している。

・
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女子差別撤廃委員会の最終見解への警察庁の対応状況について
【人身取引及び売春による性的搾取（パラグラフ39～40） 】

人身取引の根本原因の解決を図るための措置（パラグラフ40）

入国管理局、婦人相談所等と連携した人身取引事犯の被害者の適切な保
護に努めているほか、人身取引被害の申告を多言語で呼び掛けるリーフレッ
トの作成･配布や、広く国民からの関連情報の提供を受け付ける匿名通報ダ
イヤルの運用を行っている。また、人身取引事犯の態様に応じた各種法令の
適用による取締りを推進するほか、人身取引事犯により得られた収益を剥奪
するための措置を講ずるなどして、人身取引の根絶を図っている。

・

被害者の回復・社会復帰のための施策（パラグラフ40）

児童買春の被害児童に対し、少年補導職員を中心として継続的にカウンセリ
ングを行うなどの支援を行うとともに、大学の研究者、精神科医、臨床心理士
等の専門家を被害少年カウンセリングアドバイザーとして委嘱し、支援を担
当する職員が専門的な助言を受けることができるようにしている。

・

人身取引の根本原因の解決を図るための措置（パラグラフ40）の再掲。・
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売春の需要の抑止等による性的搾取の防止（パラグラフ40）

売春させる行為等に対する取締りを推進するとともに、それにより得られた収
益を剥奪するための措置を講ずるなどして、売春関係事犯の根絶を図ってい
る。

・

売春をした者の社会復帰促進策の実施、回復プログラム・経済力強化プログラム
の提供（パラグラフ40）

被害者の回復・社会復帰のための施策（パラグラフ40）の再掲・
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参考資料

警察庁
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都道府県警察本部に「性犯罪捜査指導官」及び「性犯罪捜査指導係」を設置。性犯罪の捜査の指導・調整、発生状況の集約、専門捜査官の育成

女性警察官等を性犯罪指定捜査員として指定。被害者からの事情聴取、証拠採取、証拠品の受領、病院への付添いなどに従事

各都道府県警察に、性犯罪の被害や捜査に関する相談に女性警察官等が対応する「性犯罪被害１１０番」などの相談電話や、「性犯罪被害者相
談コーナー」などの相談室を設置
各都道府県警察の「性犯罪被害１１０番」などの相談電話を警察庁のホームページに掲載

http://www.npa.go.jp/consultation/sousa1/index.htm

被害者の負担軽減のため、被害者の身体や衣類からの証拠採取に必要な用具、衣類を預かる際の着替えなどを整備。事件発生時、女性医師な
どによる迅速かつ適切な診断・治療を行うため、産婦人科医師会等とのネットワークを構築し、連携を強化

（１）性犯罪捜査指導官等の設置

（２）女性警察官等による捜査

（３）性犯罪被害相談窓口の設置

（４）証拠採取における配慮

（１）強姦 （２）強制わいせつ

平成25年９月
警察庁刑事局
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年 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
認知件数 2,472 2,176 2,076 1,948 1,766 1,582 1,402 1,289 1,185 1,240
検挙件数 1,569 1,403 1,443 1,460 1,394 1,326 1,163 1,063 993 1,097
検挙人員 1,342 1,107 1,074 1,058 1,013 951 918 803 768 858
検挙率 63.5% 64.5% 69.5% 74.9% 78.9% 83.8% 83.0% 82.5% 83.8% 88.5%
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年 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
認知件数 10,029 9,184 8,751 8,326 7,664 7,111 6,688 7,027 6,870 7,263
検挙件数 3,893 3,656 3,797 3,779 3,542 3,555 3,563 3,637 3,550 3,946
検挙人員 2,273 2,225 2,286 2,254 2,240 2,219 2,129 2,189 2,217 2,451
検挙率 38.8% 39.8% 43.4% 45.4% 46.2% 50.0% 53.3% 51.8% 51.7% 54.3%
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警 察 に お け る 性 犯 罪 対 策
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夫から妻への暴力の検挙件数の推移
（内縁関係を含む）

平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

殺人 129 105 134 116 120 133 127 126 117 107 126 99 114 89 93
傷害 273 375 838 1,065 1,197 1,211 1,143 1,264 1,294 1,255 1,268 1,212 1,437 1,325 2,060

暴行 33 36 124 152 211 230 284 359 671 870 975 1,013 1,376 1,415 1,996

4



警察等への被害申告を他言語で呼び掛けるリーフレット
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